
 
 

 

平成 30年 11月 19日 

パリ協定長期成長戦略懇談会への意見 

委員 進藤孝生 

本日は所用のため欠席させていただきます。本書面をもって、意見とさせていただきます。 

我が国の長期戦略策定にあたっては、日本が世界をリードしていくためにも、高いビジョンを

描くことが重要です。しかし、この高いビジョンは、既存の技術では到底達成し得ないものであ

り、「目指すべき方向性」、「ゴール」を示すものであります。2030 年以降の将来を描くにあたって

は、社会の状況や技術の動向など、現時点では想定し得ない不確実性を含んでいるものであるこ

とから、これを「ターゲット」と捉えるべきではありません。従って、そこからのバックキャス

ティングや規制的手法を導入するのではなく、民間の活力を最大限に活用し、日本が世界をリー

ドしていくための技術革新につなげていくことが重要です。 

国連で採択された SDGs（持続可能な開発目標）が目指す多くの開発目標達成には、鉄鋼のみな

らず様々な素材利用やエネルギー消費の拡大を伴います。しかしそれは従来の技術であれば、CO2

排出量の増大につながるため、同じ SDGsに掲げられた「気候変動」に逆行することになってしま

います。この相反する目標に対して、いずれか一方に重きを置き他方を犠牲にするのではなく、

SDGsの同時達成が求められます。日本はこれまで、様々な科学技術、工業の分野で世界をリード

してきました。SDGs の同時達成に向けても、日本が貢献できる領域はたくさんあります。日本の

強みである「技術」で新しいビジネスを生み出し、日本が世界をリードして貢献していくこと

が、本日のテーマの一つである「グリーンビジネス・海外展開」にもつながるものと考えます。 

このたび日本鉄鋼連盟は、新たに 2030年以降を見据えた「長期温暖化対策ビジョン」を決定し

ました（添付資料をご参照ください）。この「長期温暖化対策ビジョン」は、2100年までの長期を

スコープとして、将来の世界鉄鋼需給想定、鉄鋼業の長期温暖化対策シナリオ、そしてそのシナ

リオ実現に向けた日本鉄鋼連盟の取り組みの 3つのパートで構成されています。不確実な将来に

おいて、この「長期温暖化対策ビジョン」は、パリ協定長期目標を目指すための方向性を示すも

のであり、水素還元技術等による『ゼロカーボンスチール』に向けた挑戦を意味するものであり

ます。このビジョンにおいても、日本の技術で世界の鉄鋼産業をリードし、国際貢献していくこ

とが重要になっています。 

還元用の水素については、原子力などによるカーボンフリー水素であることはもとより、大量

に安定的に供給されること、そして安価であることが求められます。加えて水素は、製鉄プロセ

スに限らず、多くの産業や民生、自動車など、様々な分野での利用が期待されていますが、その

ような水素社会を実現するためにも、カーボンフリー水素の安価・安定・大量製造技術の開発、

供給インフラの整備を国の長期戦略の柱の一つにすべきではないでしょうか。また、エネルギー

安全保障の視点や、水素源としての化石燃料必要性の視点からも、発生した CO2 を回収貯留する

CCSや、CO2を有用物に転換する CCUも、重要な温暖化対策であります。こうした水素社会の実

現、脱炭素への挑戦などに向け、官民が協力して取り組み、我が国の「グリーンビジネス」を牽

引し、さらに日本の技術や優れた製品を海外に展開していくことで、日本は今後も世界をリード

していくことができるのではないかと思います。                   以上 
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平成 30年 11月 19日 

一般社団法人日本鉄鋼連盟 

―日本鉄鋼連盟長期温暖化対策ビジョン― 

『ゼロカーボンスチールへの挑戦』 

はじめに 

2014 年 11月、日本鉄鋼連盟は、2030年を目標年次とした「低炭素社会実行計画フェーズ

Ⅱ」を公表。同計画は、パリ協定に基づく我が国の NDC（2030年目標）にも反映されてお

り、日本鉄鋼連盟加盟各社は、その達成に向けて不断の努力を行っている。 

パリ協定では、締約国に対して、長期目標を達成するための「長期的な温室効果ガスの低

排出型の発展のための戦略（長期低排出発展戦略）」の策定と 2020年までの提出を求めて

いる。このため政府は、我が国の「長期低排出発展戦略」を策定するべく、「パリ協定に基

づく成長戦略としての長期戦略策定に向けた懇談会」を設置し、検討を開始した。 

このような国内外の動きを受け、日本鉄鋼連盟は、現在の「低炭素社会実行計画フェーズ

Ⅱ」達成に向けた取り組みに加え、新たに 2030年以降を見据え、最終的な『ゼロカーボン

スチール』の実現を目指した「長期温暖化対策ビジョン」を策定することとした。 

１． 将来の鉄鋼需給想定 

鉄鋼材料は、資源賦存性、製造コスト、機能の多様性、製造時環境負荷、リサイクル性な

ど、基礎素材として求められる多くの側面において優れており、このため、道路、鉄道、

ビル、自動車、家電など、社会インフラや耐久消費財などを構成する主要素材として、我々

の生活を支えている。 

もともと鉄鋼材料は天然資源である鉄鉱石を還元して作られるが、いったん還元された鉄

鋼材料は、自動車などの最終製品の寿命が終わったあとも、そのほとんどがスクラップと

して回収され再び新たな鉄鋼製品に生まれ変わるという、他素材にはない優れたリサイク

ル特性（closed-loop recycling）を有している。このため、一度天然資源から生み出され

た鉄鋼材料は様々な製品に形を変えながら社会に蓄積されていく（図 1）。 

 
図 1.鉄鋼のライフサイクルとリサイクル（closed-loop recycling） 
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図 2に我が国の鉄鋼蓄積並びに名目 GDPの推移を示す。1958年の一人当たりの鉄鋼蓄積は

1t/人に過ぎなかったが、1960年代の高度経済成長期を経て 1973年には 4t/人に達し、15

年後の 1988年に 7t/人、更に 15年後の 2003年に 10t/人に達した。この間の鉄鋼蓄積拡大

の速度は+0.2t/人/年となる。その後は、社会の経済的成熟に伴い鉄鋼蓄積は緩やかに推移

し（+0.06t/人/年）、現在の鉄鋼蓄積総量は 13.6億 t（2015 年度）、一人当たりでは 10.7t/

人となっている。 

 
図 2. 日本の鉄鋼蓄積の実績推移 

出典：鉄鋼蓄積は鉄源協会、名目 GDPは内閣府平成 29年度年次経済財政報告による 

日本のみならず、経済成長と一人当たりの鉄鋼蓄積量には一定の相関があり（図 3）、また

人口が増えれば蓄積総量は拡大する。OECD諸国における鉄鋼蓄積量は 10t/人内外と推計

されており、また、今世紀前半には中国において、今世紀中にはインドにおいても、鉄鋼

蓄積量が 10t/人に到達すると予測されている（図 4）。 

  
図 3．一人当たり GDPと鉄鋼蓄積との関係   図 4．一人当たり鉄鋼蓄積の推移 

 

表 1に 2015年の世界の鉄鋼蓄積推計値と 2050年、2100 年の想定値を示す。2015 年の世界

の鉄鋼蓄積総量は 294億 tと推計されており、一人当たり蓄積量は 4.0t/人となる。これ

は 1973 年の日本の実績に相当する。世界人口は将来も増加が予想されており、また世界経
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済が成長していく中で、2050年断面では 7.0t/人、蓄積総量は 682億 tに上ると想定した。

日本では 1973年から 1988年の 15年を要した 4→7t/人への鉄鋼蓄積拡大を、世界では 35

年を要し、日本より 62年遅れで 7t/人に到達するとのマクロ想定である。2100 年に向けて

はさらに不確実性が増すが、SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）

が達成され、経済成長とともに貧困や格差が解消して、世界全体が現在の先進国並みの豊

かさを実現しているものとして 10t/人と置いた。 

 

この鉄鋼蓄積を満足させるための鉄鋼生産予測を表 2に示す。2015年の世界の鉄鋼生産実

績は、最終製品中鋼材実使用量 12.9億 t、粗鋼生産量 16.2億 tで、鉄源は天然資源ルー

トである銑鉄（DRI 含む）が 12.2億 t、リサイクルルートであるスクラップが 5.6億 tで

あった。将来に向けては鋼材需要拡大（2015 年 12.9億 t→2050年 21.3億 t→2100年 30.1

億 t）に伴い粗鋼生産も増大（2015年 16.2億 t→2050 年 26.8億 t→2100年 37.9億 t）す

る。鉄源については、主として鉄鋼蓄積拡大による老廃スクラップの発生増加に伴いスク

ラップ利用量が増大（2015 年 5.6億 t→2050年 15.5億 t→2100年 29.7億 t）していく。

しかしスクラップだけでは鋼材需要を満たすことはできず、また蓄積拡大には天然資源ル

ートの生産は必須であることから、2100年においても、ほぼ現在並みの銑鉄生産（12.0

億 t）が必要となる。図 5に 2100年までの鉄鋼蓄積・需給想定を示す（計算の前提条件は

Appendix I）。 

 

 

図 5. 鉄鋼蓄積並びに鉄鋼生産等推移想定 

2015 2050 2100

73.8 97.7 111.8

一人当たり（t/人） 4.0 7.0 10.0

蓄積総量　（億t） 294 682 1118

*UN, World Population Prospects 2017による

表1. 世界人口推移予測と鉄鋼蓄積予測

世界人口（億人）*

鉄鋼蓄積

（億t）
2015 2050 2100

最終製品中鋼材量 12.9 21.3 30.1

粗鋼生産量 16.2 26.8 37.9

銑鉄生産量 12.2 14.0 12.0

スクラップ利用量 5.6 15.5 29.7
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２． 鉄鋼業の長期温暖化対策シナリオ 

BAU(Business as Usual、成り行き) シナリオ 

天然資源ルート、リサイクルルートともに現状の原単位のまま粗鋼生産量が変化。鉄鋼蓄

積拡大等に伴いスクラップ回収量（＝利用量）が増加し、鉄源に占めるスクラップ比率が

上昇。スクラップは天然資源に必要な還元工程が不要であるため、粗鋼あたりの CO2排出

原単位は低減するが、粗鋼生産量の増加影響により、CO2排出総量は増加。 

BAT(Best Available Technology、先端省エネルギー技術)最大導入シナリオ 

既存の先端省エネルギー技術を世界に最大限展開。IEA ETP2014では、BAT国際展開による

削減ポテンシャルを 21%としており、2050 年までに達成されるものと想定。BAUシナリオ

に比べて原単位は改善されるが、粗鋼生産の増加により CO2排出総量は増加。 

革新技術最大導入シナリオ 

現在取開発中の革新技術（COURSE50:水素還元部分、フェロコークス等）が、2030年以降

2050 年までに最大導入され、天然資源ルートにおける原単位が 10％改善されるものと想定。 

超革新技術開発シナリオ 

現在まだ緒についていない超革新技術（水素還元製鉄、CCS・CCU 等）の導入、並びに系統

電源のゼロエミッション化により、2100年に『ゼロカーボンスチール』の実現を想定。2050

年の到達レベルにより低位ケース（革新技術最大導入シナリオから原単位 20％削減）、中

位ケース（同 50％削減）、高位ケース（同 80％削減）とした場合のシナリオを試算。 

 

図 6．長期温暖化対策シナリオにおける CO2原単位の推移 

 
図 7．長期温暖化対策シナリオにおける CO2排出量の推移 
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なお、超革新技術シナリオを CCSのみで実行した場合、2030～2100 年の総貯留量は、低位

ケースで 911 億 t-CO2、中位ケースで 1012 億 t-CO2、高位ケースで 1112 億 t-CO2と試算さ

れる。CO2埋設場所の確保や社会受容性、実施主体や経済的負担の在り方など、技術面を超

えた課題の解決も必要となる。また、2100年において銑鉄を水素還元で生産する場合の必

要な水素量は 1 兆 2 千億 Nm3と試算され、大量のカーボンフリー水素の安価・安定供給が

実用化に向けた要件となる。 

３． 日本鉄鋼連盟の長期温暖化対策 

世界の鋼材の 40%は国境をまたいで取引されており、日本の場合、鋼材生産の 60%以上が直

接、間接輸出され、世界の鉄鋼需要を満たしている。このように鉄鋼産業は、サプライチ

ェーン、マーケットともにグローバル化しており、鉄鋼セクターの実効的な温暖化対策に

はグローバルな視点が必須である。 

日本の鉄鋼業はこれまで優れた省エネルギー・環境技術で世界の鉄鋼業界全体に大きく貢

献してきた。また、製品機能においても世界をリードし、自動車の軽量化や電動化を始め、

製品の高機能化、効率化に資する鋼材の開発を通じて、我が国の国際競争力強化、人類の

豊かさと地球環境の両立に貢献してきた。このことは現在の「低炭素社会実行計画」の基

本であり、2030年以降の長期温暖化対策においても基本となる考え方である。 

加えて、パリ協定に基づく長期目標（2℃目標）を念頭に置くならば、現在の製鉄技術はも

とより、現在開発中の革新技術をも超える超革新技術開発が必要となる。図 8に日本鉄鋼

連盟の長期温暖化対策の基本的考え方を示す。 

 
図 8．日本鉄鋼連盟の長期温暖化対策の基本的考え方（３つのエコ＋革新技術開発） 

１）３つのエコによる取組 

[エコプロセス] 

1970 年代のオイルショックを契機に、日本鉄鋼業は、①プロセスの連続化などを中心とし

たプロセス革新、②製銑・製鋼工程で発生する副生ガスの効率的利用、③廃エネルギーの

回収・有効利用、④廃棄物資源の有効利用を基本とする省エネルギー技術の開発・導入に

取り組んできた（図 9）。その結果、世界で最高のエネルギー効率のプロセスを実現してき

た（図 10）。日本鉄鋼業は、長期温暖化対策においても引き続き「エコプロセス」の開発・

導入に取り組んでいく。 

参考：低炭素実行計画フェーズⅡにおけるエコプロセス効果(2030)は 900万 t-CO2 

エコプロダクト
低炭素社会の構築に不可欠な高機能鋼材

鉄鋼製造プロセスで世界最高水準の
エコプロセス

世界最高水準の省エネ技術を
エコソリューション

の供給を通じて、最終製品として使用される
段階において排出削減に貢献

エネルギー効率のさらなる向上

地球規模での削減に貢献
途上国を中心に移転・普及し、

革新技術：COURSE50、フェロコークス等
超革新技術：水素還元製鉄、CCS、CCU等
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図 9．日本鉄鋼業のエコプロセスの取り組み 

 
図 10．鉄鋼業のエネルギー原単位国際比較（日本を 100とした指数） 

出典：RITE「2015年時点のエネルギー原単位の推計」（指数化は日本鉄鋼連盟） 

 [エコソリューション] 

日本鉄鋼業では、日本で開発・実用化した省エネ技術（BAT 技術）の中国・インド・ASEAN

をはじめとする鉄鋼業の成長が著しい国への移転や、GSEP「エネルギー効率向上に関する

国際パートナーシップ」等の多国間協力の枠組みでの省エネルギー推進を通じて、地球規

模での CO2削減に貢献してきた。国際エネルギー機関（IEA）の研究では、省エネルギー先

進技術（その多くが日本で開発された）の導入による海外での削減ポテンシャルが極めて

大きいことが示されており（図 11）、引き続き「エコソリューション」に取り組んでいく。 

参考：低炭素実行計画フェーズⅡにおけるエコソリューション効果(2030)は 8000万 t-CO2 

 

図 11．鉄鋼業の省エネポテンシャル国際比較（2011 年時点） 

出典：IEA「Energy Technology Perspective 2014」 
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CC, C.A.P.L PCI, 石炭調湿 次世代コークス炉等
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④廃棄物利用 廃プラ・タイヤ バイオマス

ダスト･スラッジ

73第一次石油危機 京都議定書
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[エコプロダクト] 

鉄鋼材料はその機械的特性や電磁的特性を大きく向上させてきた。例えば自動車用鋼板の

場合、1970年代から現在に至るまで、様々な社会背景やニーズに応じて高強度化が進めら

れ、自動車軽量化による燃費の改善などによって、CO2削減に大きく貢献してきた。しかし

我々が実用化した特性レベルは理論限界値に対して、1/10～1/3（強度の場合）に過ぎな

い（図 12）。日本鉄鋼業は、鉄鋼製品のさらなる高強度化のみならず、将来の水素インフ

ラのための次世代鉄鋼製品の開発などを通して、未来社会の基盤を支えるとともに、ライ

フサイクル全体を通した CO2削減に貢献していく。 

参考：低炭素実行計画フェーズ IIにおけるエコプロダクト効果(2030)は 4200万 t-CO2 

 

図 12. ハイテン化の歴史と将来のポテンシャル 

２）超革新技術開発への取り組み 

日本鉄鋼業は、2030年時点での実用化に向けて、COURSE50やフェロコークスなどの革新的

製鉄技術の開発を鋭意続けている。これらの技術が実用化された場合、天然資源ルートの

CO2排出量の 10％削減が期待される（CCS 効果を除く）。当面は高炉法が、技術的にも経済

的にも鉄鋼製造法の主流と考えられるため、高炉を前提とした低炭素化技術の確立を進め

る必要がある。しかし、これらの取り組みだけではパリ協定が目指す長期目標レベルに到

達することはできず（図 7における革新技術最大導入シナリオ）、それらを超えた「超革新

技術」が必要となる。日本鉄鋼業は、COURSE50・フェロコークスの開発によって得られる

知見を足掛かりとして、最終的には製鉄プロセスからのゼロエミッションを可能とする水

素還元製鉄技術、製鉄プロセスで発生する CO2を分離回収し貯留する CCS（Carbon Capture 

and Sequestration）、あるいは CO2を原料とし有価物を生成する CCU（Carbon Capture and 

Utilization）の開発に挑戦する。 

水素還元製鉄に利用される水素は、製鉄のみならず自動車や民生など様々なセクターで広

く利用されることから、社会共通基盤のエネルギーキャリアとして開発、整備されている

ことが前提となる。特に基礎素材である鉄鋼の製造に利用される水素は、カーボンフリー

であることはもとより、安価安定供給も重要な要件となる。また、CCS実施に当たっては、

大量の CO2の安価輸送・貯留技術の開発に加え、CO2貯留場所の確保や社会受容性、実施主

体や経済的負担の在り方など、技術面を超えた課題の解決に当たる必要がある。 

図 13 に超革新技術開発に向けたロードマップを示す。 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
引張強さ（GPa）

自動車用鋼板

橋梁ケーブル スチールコード 理論強度：10.4GPaピアノ線

1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代

社会背景・ニーズの変化

高度経済成長 燃費改善 衝突安全性 京都議定書 パリ協定地球温暖化

軟鋼
（易加工性）

高張力鋼（ハイテン） スーパーハイテン

～440MPa級 ～590MPa級 780～980MPa 1180MPa～

ポテンシャル
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図 13. 超革新技術開発に向けたロードマップ 

おわりに 

2030 年以降の超長期に関しては、社会の状況や技術の動向など、現時点では想定しえない

不確実性を含んでいる。そのような不確実な状況の中で、この「長期温暖化対策ビジョン」

は、パリ協定長期目標を目指すための方向性を示すものであり、『ゼロカーボンスチール』

に向けた挑戦を意味するものである。 

日本鉄鋼連盟加盟各社は、我が国のパリ協定中期目標（2030）達成に向けて、低炭素社会

実行計画を着実に進めていくとともに、2030年以降の長期目標についても、３つのエコと

革新技術の開発を基本とした温暖化対策に取り組んでいく。 

  

鉄鋼セクター固有技術開発 2100

COURSE50 高炉による水素還元（所内水素）

Super COURSE50 高炉による水素還元（外部水素）

水素還元製鉄 高炉を用いない水素還元製鉄

CCS 高炉ガス等からのCO2回収

CCU 製鉄所起源CO2の有価化

社会共通基盤技術開発

電源ゼロエミ化 原子力・再エネ等による系統電源ゼロエミ化

カーボンフリー水素 原子力・再エネによる安価・大量製造技術

CCS/CCU 安価貯留技術開発、埋設箇所選定、有価化等

2010 2020 2030 2040 2050

実機化

開発

実機化開発

開発ステップアップ

ステップアップ 実機化開発

実機化開発

実機化開発

開発

実機化開発 実機化開発

実機化開発
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Appendix I：将来の鉄鋼需給の計算前提 

 

a) 一人あたりの鉄鋼蓄積量想定 

2015 年実績：4.0t/人 

2050 年想定：7.0t/人 

2100 年想定：10.0t/人 

b) 人口 

国連「World Population Prospects2017」を使用 

c) 逸散・ロス 

蓄積総量の 0.1％が逸散・ロスするものとした。 

d) スクラップ発生率 

d-1)内部スクラップ：粗鋼生産量に対して 12.5％（2015年実績） 

d-2)加工スクラップ：鋼材出荷量に対して 9.3％（2015 年実績） 

d-3)老廃スクラップ：蓄積総量に対して 2015 年実績 0.8％→2050年 1.5％→2100年 2.0％

と徐々に上昇するものとした。 

e) 鉄源の対粗鋼歩留 

銑鉄、スクラップともに対粗鋼歩留りを 91％（2015年実績）とした。 

 

 

 
  

ロス率 世界人口

（％） （億人）

2015 16.2 12.2 5.6 2 1.3 2.2 12.5 9.3 0.8 294 4 0.1 73.8

2020 18.5 13.5 6.8 2.3 1.5 3 12.5 9.3 0.9 348 4.5 0.1 78

2030 21 13.8 9.2 2.6 1.7 4.9 12.5 9.3 1.1 462 5.4 0.1 85.5

2050 26.8 14 15.5 3.4 2.2 9.9 12.5 9.3 1.5 682 7 0.1 97.7

2100 37.9 12 29.7 4.7 3.1 21.9 12.5 9.3 2 1118 10 0.1 111.8

生産量（億t） スクラップ発生（億t） スクラップ発生率（％） 鉄鋼蓄積

粗鋼 合計 内部 加工 老廃
銑鉄
DRI

内部/粗鋼 加工/鋼材 老廃/蓄積
総量
（億t）

一人当たり
（t/人）

表 A-I 将来の鉄鋼需給計算結果（抜粋） 

 

2015 2050 2100

73.8 97.7 111.8

一人当たり（t/人） 4.0 7.0 10.0

蓄積総量　（億t） 294 682 1118

世界人口（億人)

鉄鋼蓄積
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Appendix II：IEA-ETP 2017 2DS との関係 

 

IEA-ETP 2017 2DSでは、2060年までに、電力セクターにおける実質排出ゼロ、産業セクターに

おける現状からの 30％削減を想定している。 

電力セクターが 2060年までにゼロエミッション化を達成した場合、製鉄プロセスで消費する電

力のうち系統由来の部分がゼロエミッションとなる。これに長期温暖化シナリオで示した BAT

最大導入効果と、革新技術最大導入シナリオの COURSE50（水素還元部分）効果を加えると、2060

年段階で、IEA-ETP 2017 2DSにおける産業部門の削減率-30％にほぼ匹敵するレベルとなる。さ

らに COURSE50の CCS効果を加えると、2060年においてほぼ半減のシナリオとなる。 

計算前提： １） 系統電力の排出係数：IGES GRID EF v10.2 の Combined Averageを使用 

２） 高炉ルートの系統電力原単位：140kWH/t-s（日本の 2016 年度実績平均） 

３） 電炉ルートの系統電力原単位：872kWH/t-s（日本の 2016 年度実績平均） 

４） 高炉ルートの CO2排出係数：2.4t-CO2/t-s 

５） 電炉ルートの CO2排出係数：1.0t-CO2/t-s 

６） 鉄源の対粗鋼歩留：0.91（天然資源ルート、スクラップルートとも） 

 

 

図 A-II IEA-ETP 2017 2DSと長期温暖化対策シナリオとの関係 
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